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ームの期間は国によってまちまちであり，アメリカでは 1946年から 1959年まで，日本では 1947
年から 1949年までと言われるが，韓国の場合，朝鮮戦争の後になる 1955年から 1963年までが
ベビーブームであったとされる。現在，ベビーブーマーは約 734万人，総人口の約 14％を占めて
いる。年齢は満 49歳から 57歳くらいまで，韓国では数え年で年齢を語ることが多いので，韓国


























































仕事を始めてから 8年後には 3000万ウォンの二階建ての一軒家を買って結婚した。結婚 7 年後
に長男，さらに 2 年後には次男が誕生した。1990 年中盤，20 年務めた薬局を辞め，それまで蓄
えた資金で洋食レストランを買い取って独立した。しかし，間もなく通貨危機によってサラリー
マンたちの財布のひもは固くなり，結局 3年間で 1億ウォンの損失を出して店を閉めた。すでに













































































































期間が 10 年未満で年金を受け取れない可能性のある者がベビーブーマー加入者の 54％に達して
いる。しかも，今後払い続けたとしても払込期間が短いために 78％程度は最低賃金水準（2012
年約 96 万ウォン程度）にも満たない受領額となる見込みであるという（2012 年 10 月国民年金
公団調べ）。加えて，ベビーブーマー世代の資産の 76％はアパートなど不動産である（2011 年
12月 KB金融持株経営研究所調べ）。不動産価格は 2000年代末から下落傾向にあり，老後を支
えるには心許ない状況である。彼らが老後資金の捻出のために不動産を売却すればさらに価格が
下落する危険性も指摘されている。 
韓国の経済成長を 30年間にわたって支え続けた世代が迎えたこの厳しい現実について，社会学
者である著者は特に政策的対案を示しているわけではない。著者は同世代に対して強い共感を示
しつつ，家族への情緒的・精神的依存から独立し，社会化・教育の「第一の人生」，職業・義務・
所得の「第二の人生」に続く，個人的成熟と成就の「第三の人生」をスタートさせることを勧め
る。そのために必要なのは，近づきつつある死への準備，それまでの社会的地位や自尊心に執着
しない仕事，それに趣味であるという。こうしたベビーブーマーに対する人生訓を超えて，韓国
社会は彼らに明るい未来を用意することができるだろうか。 
 
